
とくしま農山漁村緊急投資事業実施要領 

 

第１ 事業の趣旨 

農林水産業における生産資材価格や光熱水費の高騰の影響を緩和するため、

地域の未来を担う多様な農林水産業者に対し、経営規模の拡大等による生産性

向上に向けた機械・施設の導入等を緊急的に支援する。 

 

第２ 事業の種類 

１ この要領に基づいて実施する事業は以下のとおりとし、事業種目は別表に定

めるとおりとする。なお、園芸産地重点支援型の実施については、運用を別紙

に定めることとし、第２の３から第 13 までは適用しないものとする。 

 （１）企画チャレンジ応援型 

地域の実情に応じて様々な課題を解決するため、事業者が主体となって企

画しチャレンジする取組を支援する事業 

（２）プロジェクト実践型 

「徳島県食料・農林水産業・農山漁村基本計画」（以下「基本計画」とい

う。）に掲げる持続可能な農林水産業の実現に向けた取組、「とくしま農業振

興プロジェクト」の推進に資する取組及び企画チャレンジ応援型の成功事例

の横展開を図る取組を支援する事業 

（３）園芸産地重点支援型 

園芸産地が高温対策や低コスト生産等の収益性向上に資する技術を新たに

導入する取組を支援する事業 

２ 県は、原則として国や県の他の事業の補助対象とならないものを地域の実情

に即して審査の上、予算の範囲内において事業実施主体に対し、事業実施に必

要な経費の全部又は一部を補助することとする。 

３ 事業実施期間は１年以内とし、目標年度は事業実施年度の翌々年度とする。 

 

第３ 補助対象 

１ 補助対象となる事業内容は、以下のすべての要件を満たすものとする。 

（１）県又は市町村が策定した各種計画方針に沿った取組であること。 

（２）事業計画の規模が適切であって、事業実施主体の経営収支その他に照ら

し、事業計画に基づく取組の実施及び目標の達成が確実であると見込まれる

こと。 

（３）事業の対象となる機械・施設等（以下「施設等」という。）が、事業実施

主体又はその構成員が既に有する施設等の代替（単純更新）として導入され

るものでないこと。 

（４）事業の対象となる施設等は、法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に

関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）第１条第１項に規定する耐用年数

をいう。以下同じ。）がおおむね５年以上のものであること。ただし、事業

の対象となる施設等が中古施設等である場合には、上記に加え、中古資産耐



用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令第３条に規定する耐用年数

をいう。以下同じ。）が２年以上のものであること（法定耐用年数を経過し

たものについては、販売店等による２年間以上の保証があるものであるこ

と。）。 

（５）事業の対象となる施設等は、利用面積・利用計画からみて規模、能力、構

造等適切なものであること。 

（６）事業の対象となる施設整備は、関係法令を遵守するとともに、当該施設が

立地する地域を所管する関係機関（農業委員会、保健所等）の指導に従うこ

と。 

（７）水産業用施設等を導入する場合は、原則として徳島県水産振興公害対策基

金で生産した種苗に係る経費、種苗放流に係る人件費、掃海等の海面を対象

とした事業でないこと。 

２ 次に掲げるものは、原則として補助対象としない。 

（１）既に事業着手又は事業完了しているもの 

（２）事業効果の少ない施設等 

（３）用地の買収・賃借に要する経費及び補償費 

（４）取得単価が 10 万円未満の消耗品的物品 

（５）事業費が 50 万円未満の取組 

（６）過去に本事業又はとくしま農山漁村未来投資事業の助成を受けた事業実施

主体であって、第 10 の１に基づく達成状況報告が期限内にできていない事

業実施主体 

（７）運搬用トラック、パソコン（タブレット端末）、倉庫、発電機、フォーク

リフト、ショベルローダー、バックホー、ＧＰＳガイダンスシステム等農林

水産業経営の用途以外の用途に容易に供されるような汎用性の高いもの 

   ただし、以下に掲げる場合には、この限りではない。 

ア （４）（５）に該当する物品及び取組のうち、企画チャレンジ応援型、プ

ロジェクト実践型のセミハード・ソフト事業において真に必要と認められ

るもの。 

イ （７）のうち、フォークリフト、ショベルローダー、バックホー、ＧＰ

Ｓガイダンスシステム（農林水産業用機械に設置するものに限る。）等の機

械について、以下の要件を全て満たすもの。 

（ア）農林水産物の生産等に係る作業に使用する期間内において他用途に使用

されないものであること。 

（イ）農林水産業経営において真に必要であること。 

（ウ）導入後の適正利用が確認できるものであること。 

３ その他の事業実施主体の要件、事業内容の要件、補助率、補助金額の上限

は、別表に定めるとおりとする。なお、算出された補助金額に千円未満が生じ

た場合はそれぞれ切り捨てるものとする。 

 

第４ 事業計画の申請 



１ 本事業の助成を受けようとする事業実施主体は、事業計画承認申請書（様式

第１号）に事業計画書（様式第２－１（２、３）号）、事業計画概要書（様式

第３号）、関係書類（見積書、カタログ・仕様書、図面等）を添付したものを

作成し、市町村長等に承認申請する。 

   事業計画書について、企画チャレンジ応援型は様式第２－１号を使用し、プ

ロジェクト実践型のうち地域農林水産業重点支援事業及び労働環境等重点整備

事業は様式第２－２号を使用し、プロジェクト実践型のうち施設園芸重点支援

事業、新規就農者重点支援事業及び DX･GX 重点推進事業は様式第２－３号を使

用するものとする。 

   添付する見積書やカタログについては、申請時に有用なものであるととも

に、事業の目的に合致し、かつ、効率的なものでなければならない。 

 企画チャレンジ応援型のうち市町村長が推薦する中心経営体（地域計画の

「目標地図」に位置づけられる認定農業者等の地域の中心となる経営体をい

う。）においては、市町村長の推薦書（様式第４号）を添付し、農業経営・就

農支援センター等へ相談し支援を受けるよう努めるものとする。 

 ２ １により提出を受けた市町村長は、取組の内容について適当であるか等を確

認し、必要な指導及び調整を行った上で市町村事業計画（様式第 11 号）に市

町村事業計画概要書（様式第 13 号）及び事業実施主体の事業計画承認申請書

を添付したものを作成し、知事に提出する。 

３ 市町村を経由しない取組の場合、１により提出を受けた知事は、２に準じた

手続を行った上で県事業計画概要書（様式第 14 号）を作成する。 

 

第５ 事業計画の承認 

 １ 知事は、第４の１若しくは２で提出のあった事業計画又は市町村事業計画

（以下「市町村事業計画等」という。）について、本事業の助成を受けようと

する事業実施主体の取組内容を別添の審査方法に基づき審査し、点数の高い順

に予算の範囲内で採択するものとする。なお、同ポイントの場合は県費補助額

の低い取組、県費補助額も同額である場合は総事業費の低い取組を優先的に採

択する。 

２ 知事は、１で採択されることとなった取組に係る市町村事業計画等を承認

し、市町村長（市町村を経由しない取組の場合は事業実施主体）に通知する。 

 ３ ２により承認を受けた市町村長は、第４の１で提出のあった事業計画を承認

し、事業実施主体に通知する。 

 ４ 知事は、採択の結果を公表することとする。 

 

第６ 事業計画の変更 

 １ 事業実施主体は、事業計画書に記載された取組を変更（中止、廃止）する場

合は、計画の変更を市町村長等に承認申請する。 

 ２ １により提出を受けた市町村長等は、取組の変更内容について適当であるか

どうかを確認し、県と協議を行った上で計画の変更を承認し、事業実施主体に



通知する。 

 ３ 市町村事業計画及び県事業計画概要書について、以下の項目に係る変更を行

う場合は、第４及び第５の手続に準じて行うものとする。なお、（２）につい

ては交付要綱第６条の規定による補助事業変更（中止・廃止）承認申請書の提

出をもって代えることができるものとする。 

 （１）事業実施主体リストにおける事業実施主体の追加 

 （２）県費補助額の増減 

 

第７ 事業着工届 

 事業実施主体は補助事業を着工（契約時点をいう。）した場合、速やかに事

業着工届（様式第５号）を市町村長等に提出するものとし、届出を受けた市町

村長は、知事に報告するものとする。 

   事業着手に当たっては、原則として一般競争入札又は３者以上の業者による

指名競争入札により事業費を決定するものとする。ただし、農林水産業者が組

織する団体又は個人経営体等で、競争入札を執行することが困難な場合にあっ

ては、見積合わせにより事業費を決定することができるものとする。 

 

第８ 交付決定前着手届 

市町村長（市町村を経由しない取組の場合は事業実施主体）は、やむを得な

い理由により交付決定前に事業に着手する必要がある場合は、その理由を具体

的に明記した交付決定前着手届（様式第６号）を知事に提出するものとする。 

 

第９ 現地確認 

１ 市町村は、事業の着工前及び完了後に現地確認をしなければならない。 

２ 県は、補助金交付申請額が 500 万円を超える取組については、事業の着工前

及び完了後に現地確認をしなければならない。 

ただし、市町村が事業実施主体となる場合又は市町村を経由しない場合にあ

っては、補助金交付申請額に関わらず、県は事業の着工前及び完了後に現地確

認をしなければならない。 

 

第 10 達成状況報告と評価 

 １ 事業実施主体は、事業実施年度の翌年度から３年間、毎年４月末までに前年

度の成果目標の達成状況報告（様式第 7 号）を市町村長等に提出しなければな

らない。ただし、選択した全ての成果目標を達成したことを既に報告している

場合は、この限りではない。 

 ２ １により提出を受けた市町村長は、市町村事業実績（様式第 12 号）に市町

村事業実績概要書（様式第 13 号）及び事業実施主体の達成状況報告を添付し

たものを作成し、５月末までに知事に提出する。市町村事業実績の作成に当た

っては、事業実施主体の事業計画の進捗状況及び達成状況の評価を行うものと

する。 



 ３ 県は、市町村事業実績の評価結果をとりまとめ、事業の適正執行及び補助対

象事業の採択結果に反映させることとする。 

   また、成果目標が未達成の事業実施主体に対しては、必要な調査を行い、適

切な指導を行うこととする。 

 ４ 市町村を経由しない取組の場合、１により提出を受けた知事は、県事業実績

概要書（様式第 14 号）を作成し、２及び３に準じた手続を行うこととする。 

 

第 11 整備した施設等の管理運営等 

１ 管理運営等 

（１）事業実施主体は、本事業により補助金を受けて整備した施設等を、常に良

好な状態で管理し、必要に応じて修繕等を行い、その設置目的に則して最も

効率的な運用を図り適正に管理運営するものとする。 

（２）施設等の管理は、原則として事業実施主体が行うものとする。ただし、事

業実施主体がこの事業により整備した施設等の管理運営を直接行い難い場合

には、当該施設等に係る事業の実施地域に係る団体であって、適当と認めら

れたものに、当該施設等の整備目的が確保される場合に限り、管理運営させ

ることができるものとする。 

（３）（２）に定めるところにより管理運営を委託する場合、管理主体は、原則

として別表の事業実施主体の要件を満たす者とする。この場合において、事

業実施主体は、管理を委託する施設等の種類、設置場所、委託の期間、管理

方法、管理の委託を受ける者の権利、義務等必要な事項について管理主体と

協議し、委託契約を締結するものとする。 

なお、地方自治法（昭和２２年４月１７日法律第６７号）第２４４条の２

の規定に基づく「公の施設」については、条例の定めるところにより地方公

共団体から指定を受けた法人その他の団体に委託する場合には、別表の事業

実施主体の要件を満たす者以外の民間事業者であっても、施設の管理を行う

ことができるものとする。 

（４）県及び市町村は、事業実施主体（管理を委託している場合は管理主体。）

に対し、適正な管理運営を指導するとともに、事業実施後の管理運営、利用

状況及び事業効果の把握に努めるものとする。 

また、市町村は関係書類の整備、施設等の管理、処分等において適切な措

置を講じるよう、十分に指導監督するものとする。 

２ 管理方法 

（１）事業実施主体は、施設等の管理状況を明確にするため、財産管理台帳を備

え置くものとする。 

（２）事業実施主体は、その管理する施設等について、所定の手続を経て管理規

程又は利用規程を定めることにより適正な管理運営を行うとともに、施設等

の継続的活用を図り得るよう施設等の更新に必要な資金の積立に努めるもの

とする。 

（３）（２）の管理規程又は利用規程には、次に掲げる事項のうち施設等の種類



に応じ必要な項目を明記するものとする。 

ア 事業名及び目的 

イ 種類、名称、構造、規模、型式及び数量 

ウ 設置場所 

エ 管理主体名並びに管理責任者の役職及び氏名 

オ 利用者の範囲 

カ 利用方法に関する事項 

キ 利用料に関する事項 

ク 保全に関する事項 

ケ 償却に関する事項 

コ 必要な資金の積立に関する事項 

サ 管理運営の収支計画に関する事項 

シ その他必要な事項 

（４）事業実施主体は、施設等の管理運営状況を明らかにし、その効率的運用を

図るため、施設等の管理運営日誌又は施設利用簿等を適宜作成し、整備保存

するものとする。 

（５）事業実施主体は、施設等について、処分制限期間内に天災その他の災害を

被災したときは、直ちに、被災報告（様式第８号）を市町村長等に提出する

ものとする。 

市町村長は、当該報告を受けたときは、当該施設等の被害状況を調査確認

し、遅滞なく調査の概要、対応措置等を付し、知事に報告するものとする。 

また、県は必要に応じて事業実施主体に対し指導を行うこととする。 

（６）（５）の報告の後、当該施設等の復旧が不可能であると判断した場合にあ

っては、知事に報告を行い、その確認を受けるものとする。 

３ 財産処分等の手続 

事業実施主体は、施設等について、その処分制限期間（徳島県補助金交付規

則（昭和５８年徳島県規則第５３号。以下「交付規則」という。）第１７条及

び交付要綱第１３条に規定する処分制限期間）内に当初の交付目的に即した利

用が期待し得ないことが明らかになり、交付規則第１７条に基づく財産処分と

して、当該施設等を当該補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸付け、又は担保に供しようとするときは、「補助事業等により取得し、

又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について」（平成２２年３月２６

日付け農林第９４１号知事通知。以下「承認基準」という。）の定めるところ

により、市町村長等の承認を受けなければならない。この場合において、市町

村長は、当該申請の内容を承認するときは、承認基準の定めるところにより、

その必要性を検討するとともに、あらかじめ知事の承認を受けなければならな

い。ただし、補助対象施設等の導入に際し、当該施設等を担保に供し、自己資

金の全部又は一部について融資を受ける場合は、交付要綱第３条に基づき提出

する交付申請書に、経営改善資金計画書の写し等の必要事項（資金の使途、決

算状況、資金繰りの状況、収支計画及び返済計画）を記載した書類を付すこと



により、交付決定時に併せて承認することができる。 

４ 事故の報告 

事業実施主体は、天災その他の災害等やむを得ない理由により、交付対象事

業が予定の期間内に完了せず、又は交付対象事業の遂行が困難となった場合

は、速やかにその旨を市町村長等に報告し、その指示を受けるものとする。ま

た、報告を受けた市町村長は、知事に速やかに報告するものとする。 

なお、災害の報告に当たっては、災害の種類、被災年月日、被災時の事業進

捗度、被災程度、復旧見込額及び防災、復旧措置等を明らかにした上で被災写

真を添付するものとする。 

また、市町村及び県は、必要がある場合、現地調査等を実施し、報告事項の

確認を行うものとする。 

５ 増築等に伴う手続 

（１）事業実施主体は、施設等の移転、更新又は生産能力、利用規模若しくは利

用方法等に影響を及ぼすと認められる変更を伴う増築、模様替え等（以下

「増築等」という。）を当該施設等の処分制限期間内に行うときは、あらか

じめ、増築等届（様式第９号）を市町村長等に提出するものとする。 

（２）市町村長は（１）による届出があった場合、当該増築等の必要性を検討

し、意見を付して知事に提出し、必要に応じその指示を受けるものとする。 

６ 移管手続 

（１）事業実施主体は、施設等について、処分制限期間内に農協等の広域合併等

により移管を行ったときは、直ちに、財産処分の移管届（様式第 10 号）を

市町村長等に提出するものとする。 

（２）市町村長は、（１）の報告を受けたときは、当該施設等の移管状況を調査

確認し、遅滞なく、調査の概要及び対応措置等を付し、知事に報告するもの

とする。 

 

第 12 指導体制の整備と効率的な事業推進 

   県及び市町村は、本事業の趣旨に鑑み、総合的な指導体制を整備し、関係機

関の協力のもとに事業の的確、かつ、効率的な推進に努めるものとする。 

 

第 13 その他 

 １ 事業実施主体及び構成員は、継続的な効果の発現及び経営の安定を図る観点

から、農林水産業関係の共済や保険への積極的な加入に努めるものとする。た

だし、園芸施設共済の引受対象となる施設を整備する場合にあっては、当該施

設の処分制限期間、園芸施設共済、民間事業者が提供する保険又は施工業者に

よる保証等に加入等するとともに、第 10 の１に基づく達成状況報告の際に、

加入等が確認できる書類を添付するものとする。 

２ 事業実施主体は、この事業により取得した施設等に事業実施年度及び事業名

を表示しなければならない。 

３ 要領に定める市町村長等への提出は、原則取組の対象地域となる市町村長あ



てに行うものとする。ただし、取組の対象地域が複数の市町村にまたがるもの

については、以下のとおりとし、その他切実な理由により市町村を経由できな

い取組については、取組の対象地域となる農林事務所長に提出できるものとす

る。 

（１）取組の主たる対象地域を所管する市町村長に提出することを基本とする。 

（２）前項以外の場合は、事業実施主体の主たる事務所（代表者の住所）を所管

する市町村長に提出するものとする。 

（３）（１）及び（２）の規定により難い場合については、取組の対象地域とな

る農林事務所長に提出できるものとする。 

（４）（１）、（２）、（３）の規定により難い場合には、知事に提出できるものと

する。 

４ 要領に定める知事への提出は、取組の対象地域となる農林事務所長に提出す

るものとする。 

   



附 則 

この要領は令和８年２月 13 日から施行する。 

 

  附 則 

１ この要領は令和８年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正前のとくしま農山漁村緊急投資事業実施要領の規定に基づ

き実施する事業に対する同要領の適用については、なお従前の例によるものとす

る。ただし、改正後の第 13 の３及び４については、この通知による改正後の同

要領の規定を適用するものとする。 

  



（別添） 

審査方法 

市町村事業計画等の取組については以下のとおり審査を行い、点数の高い順に予

算の範囲内で採択することとする。 

なお、「県評価項目」については以下のとおりとする。 

評価項目 内 容 

事業目的の的確性 
地域の特性に応じたニーズを的確に捉え、課題解決に

繋がるか 

新規性・独創性 新たな視点や、独自の発想があるか 

地域への貢献性・波及性 地域に対して、大きな効果や波及効果が期待できるか 

継続性・発展性 
補助期間終了後においても、継続して事業を実施でき

るか 

事業規模の妥当性 
事業計画や導入する機械・施設の規模積算が妥当、か

つ、適切か 

 

１ 企画チャレンジ応援型（企画チャレンジ応援事業）の審査方法 

基礎項目、取組項目（様式第２－１号の３で選択した項目）及び県評価項目

（各項目７段階評価）の合計点数【70 点満点】 

 

２ プロジェクト実践型のうち地域農林水産業重点支援事業、労働環境等重点整備

事業の審査方法 

県評価項目（各項目５段階評価）の点数【25 点満点】 

 

３ プロジェクト実践型のうち施設園芸重点支援事業、新規就農者重点支援事業、

DX･GX 重点推進事業の審査方法 

基礎項目、取組項目（様式第２－３号の５で選択した項目）及び県評価項目

（各項目３段階評価）の合計点数【30 点満点】 

 

４ 審査に当たっての留意点 

過去に本事業又はとくしま農山漁村未来投資事業の助成を受けたことがある事

業実施主体が申請する場合であって、かつ、成果目標が未達成の取組（目標年度

未到達の取組を含む）がある場合については、以下のとおり審査することとす

る。ただし、成果目標が未達成の取組とは異なる品目又は市町村で実施する取組

については、この限りではない。 

（１） １の事業については、基礎項目、取組項目のみの審査とする。【35 点満点】 

（２） ２の事業については、県評価項目を各項目３段階評価とする。【15 点満点】 

（３） ３の事業については、採択しないこととする。 



（別表） 

区分 事業種目 補助対象経費 
事業実施主体の要件 

（以下のいずれかを満たすもの） 

事業内容の要件 

（以下の全てを満たすもの） 
補助率等 

企
画
チ
ャ
レ
ン
ジ
応
援
型 

企画チャレンジ応援

事業 

ハード事業 

・地域農林水産業の

課題解決に資する

農林水産業用機

械・施設等導入整

備費 

 

セミハード・ソフト

事業 

・ハード事業で導入

する機械・施設等

の効果的、かつ、

円滑な実施を図る

ために必要な会議

開催経費（食糧費

を除く。以下同

じ。）や技術実証に

必要な経費 

・事業に取り組む生産者３戸

以上で構成される組織・団

体等 

 

・農林水産物の生産に従事す

る従業員が５人以上の法人 

 

・市町村長が推薦する中心経

営体（地域計画の「目標地

図」に位置づけられる又は

位置づけられることが確実

と見込まれる認定農業者、

認定林業事業体、認定漁業

者等の地域の中心となる経

営体をいう） 

・新規性及び地域への波及効果が高い取組で

あること 

 

・事業費が原則 5,000 万円（補助対象事業費

上限）以下の取組であること 

 

・市町村長の推薦により実施する事業につい

ては、市町村費の上乗せ補助（補助対象事

業費の 1/20 以上）を行うこと 

 

・ハード事業については、地域農林水産業の

課題解決及び農林水産物の生産に直接関係

する機械・施設等の導入整備費であること 

 

・セミハード・ソフト事業については、事業

の実施に直接必要な経費として明確に区分

できるものであって、かつ、証拠書類によ

って金額等が確認できる経費であること 

 

・様式第２－１号の取組項目を一つ以上選択

しており、達成が見込まれること 

ハード事業 

・6/10 以内 

 補助上限額は、

3,000 万円 

<市町村長が推薦

する中心経営体

の場合> 

・11/20 以内 

 補助上限額は、 

 2,750 万円 

 

セミハード・ソフ

ト事業 

・1/2 以内 

 補助上限額は、

60 万円 



区分 事業種目 補助対象経費 
事業実施主体の要件 

（以下のいずれかを満たすもの） 

事業内容の要件 

（以下の全てを満たすもの） 
補助率等 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
践
型 

地域農林水産業重点

支援事業 

ハード事業 

・地域農林水産業の生産性向上に資す

る農林水産業用機械・施設等の導入

整備費 

 

セミハード・ソフト事業 

・地域農林水産業の生産性向上に資す

る農林水産業用資材費や技術実証等

の経費 

 

・市町村 

 

・事業に取り組む生産者３戸

以上で構成される組織・団

体等 

 

・農林水産物の生産に従事す

る従業員が５人以上の法人 

 

・認定林業事業体又は林業経

営体 

 

・認定漁業者 

・「基本計画」や「とくしま農業振興

プロジェクト」等の県基本方針に

沿った取組であること 

 

・地域農林水産業の生産性向上及

び農林水産物の生産に直接関係

する機械・施設等の導入整備費で

あること 

 

・収益性の向上等の効果に係る以

下のいずれかの成果目標を設定

しており、達成が見込まれること 

１ 生産コスト又は集出荷・加工

コストの 10％以上の削減 

２ 生産量又は販売額の 10％以

上の増加 

３ 新たな流通ルートへの仕向け

割合が 10％以上の増加 

ハード事業 

・3/10 以内 

 補助上限額は、

1,000 万円 

 

セミハード・ソフ

ト事業 

・1/2 以内 

 補助上限額は 

50 万円 

 

  



区分 事業種目 補助対象経費 事業実施主体の要件 
事業内容の要件 

（以下の全てを満たすもの） 
補助率等 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
践
型 

施設園芸重点支援事

業 

ハード事業 

・施設園芸等に取り組む際に

必要となる園芸用ハウス等

の導入整備費 

 

セミハード・ソフト事業 

・施設園芸の推進に関係する

資材費や技術実証等の経費 

認定農業者又は認定新規

就農者のうち、地域計画

の「目標地図」に位置づ

けられる又は位置づけら

れることが確実と見込ま

れる経営体 

・「基本計画」や「とくしま農業振興プロ

ジェクト」等の県基本方針に沿った取

組であること 

 

・ハード事業については、導入する機械・

施設等が経営改善計画又は青年等就農

計画の目標を達成するために真に必要

なものであること 

 

・セミハード・ソフト事業については、「と

くしま農業振興プロジェクト」の推進

に直接関係する取組であること 

 

・様式第２－３号の取組項目を一つ以上

選択しており、達成が見込まれること 

 

ハード事業 

・1/2 以内 

 補助上限額は、700 万円 

 

 

セミハード・ソフト事業 

・1/2 以内 

 補助上限額は、50 万円 

新規就農者重点支援

事業 

ハード事業 

・新規就農の際に必要となる

機械等の導入整備費 

 

セミハード・ソフト事業 

・新規就農の促進に関係する

資材費や会議開催等の経費 

就農後５年以内の認定新

規就農者又は認定農業者

のうち、地域計画の「目

標地図」に位置づけられ

る又は位置づけられるこ

とが確実と見込まれる経

営体  

ハード事業 

・1/2 以内 

 補助上限額は、300 万円 

 

セミハード・ソフト事業 

・1/2 以内 

 補助上限額は、50 万円 

DX・GX 重点推進事

業 

ハード事業 

・スマート技術や環境負荷軽

減に取り組む際に必要とな

る機械等の導入整備費 

 

セミハード・ソフト事業 

・DX・GX の推進に関係する資

材費や技術実証等の経費 

認定農業者又は認定新規

就農者のうち、地域計画

の「目標地図」に位置づ

けられる又は位置づけら

れることが確実と見込ま

れる経営体 

ハード事業 

・1/2 以内 

 補助上限額は、200 万円 

 

 

セミハード・ソフト事業 

・1/2 以内 

 補助上限額は、50 万円 



 

区分 事業種目 補助対象経費 
事業実施主体の要件 

（以下のいずれかを満たすもの） 

事業内容の要件 

（以下の全てを満たすもの） 
補助率等 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
践
型 

労働環境等重点整備

事業 

ハード事業 

・労働環境等を整備

する際に必要とな

る休憩室・更衣室・

トイレ等の導入整

備費 

 

セミハード・ソフト

事業 

・労働環境等の整備

に関係する資材費

等の経費 

・認定農業者または認定新規

就農者のうち、原則地域計画

の「目標地図」に位置づけら

れる又は位置づけられるこ

とが確実と見込まれる経営

体 

 

・林業経営体 

 

・認定漁業者 

・「基本計画」や「とくしま農業振興プロジェクト」等

の県基本方針に沿った取組であること 

 

・導入する休憩室・トイレ等が 

１ 経営改善計画等の目標を達成するために真に必

要なものであること 

２ 農林水産物の生産等に係る作業に使用する期間

内において他用途に使用されないものであること 

３ 導入後の適正利用が確認できるものであること 

４ ほ場（作業場）又はほ場（作業場）の近接地に設

置するものであること 

 

・収益性の向上等の効果に係る以下のいずれかの成果

目標を設定しており、達成が見込まれること 

 １ 生産コスト又は集出荷・加工コストの 10％以上

の削減 

２ 生産量又は販売額の 10％以上の増加 

３ 新たな流通ルートへの仕向け割合が 10％以上の

増加 

４ 雇用者数の増加 

ハード事業 

・1/2 以内 

 補助上限額は、

200 万円 

 

 

 

セミハード・ソフ

ト事業 

・1/2 以内 

 補助上限額

は、50 万円 

  



区分 事業種目 補助対象経費 事業実施主体の要件 
事業内容の要件 

（以下の全てを満たすもの） 
補助率等 

園
芸
産
地
重
点
支
援
型 

園芸産地重点支

援事業 

園芸産地が新たな収益性向

上の取組を行う際に必要と

なる資材等の経費 

別紙第１の１に定めるも

のをいう 

１ 園芸作物（野菜、果樹、花き）における低

コスト生産や高品質化等の収益性向上に資

する技術を新たに導入する取組であること 

 

２ 別紙第１の４から６の要件を満たしてい

ること 

ソフト事業 

・1/2 以内 

補助上限額は、 

事業計画ごとに

1,000 万円 

事業を効果的かつ円滑に実

施する際に必要な経費 

別紙第３に定めるものを

いう 

１ 別紙第３の要件を満たしていること ・知事が定める額 

（10/10 以内） 

補助上限額は、

50 万円 

 


